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補論 産業連関表を利用した経済効果分析手法について 
 愛・地球博の経済効果の試算には、産業連関表を利用した経済効果分析を採用している。

以下では、この手法について概説する。 

 

１．産業連関表を利用した経済効果分析の考え方 

 

1.1 産業の連関と産業連関表 

1.1.1 産業の連関 

ある産業（例えば、図 1 の産業Ａ1、以下同様）は他の産業と孤立して存在するわけでは

なく、別の産業（地域Ａ内のＡ2、Ａ3 やＡ1 自身及び地域Ｂ内の各産業）と原材料、部品の

購入や製品販売などで取引関係を持つ。さらにその取引先（例えばＡ2）もまた他の産業（Ａ

1、Ａ2 自身、Ａ3、地域Ｂ内の各産業）と取引関係がある。そのため、経済における各産業

の関係は複雑に連鎖している。 

このような複雑な各産業間の取引関係（産業連関）を調査に基づき整理するなら、様々

な経済分析が可能となる。その場合、国内各地域の産業間取引（Ａ1、Ａ2、Ａ3、Ｂ1、Ｂ2、

Ｂ3の相互取引）を対象とする「地域間産業連関」と、ある地域内の各産業（Ａ1、Ａ2、Ａ3）

に対象を絞って国内他地域との取引関係は簡略化する「地域内産業連関」が考えられる。 

後者の場合、地域内各産業と国内他地域との関係は、単に移出（国内他地域向け販売）

と移入（国内他地域からの購入）に集約され、自地域のある産業が他地域の各産業とどの

程度の取引があるかについては捨象される。一方、地域内各産業と外国との取引関係は、

地域間産業連関、地域内産業連関とも、輸出と輸入として通常簡略化される。 

 

図 1 産業の連関 
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1.1.2 産業連関表 

前述した産業の連関を、何らかの取引実態調査に基づき、数量的に表としてとりまとめ

たものが「産業連関表」である。産業連関表には、前述した違いに応じて、「地域間産業連

関表」と「地域内産業連関表」がある。（表 1、表 2） 

地域内産業連関表は、産業部門の分類数に応じて、12 部門表、36 部門表といった大きさ

の産業連関表が、各県ないし各地域の経済産業局から５年毎に公表されている。地域間産

業連関表は、地域数と産業部門の分類数に応じて大きさが変わるが、「平成７年地域間産業

連関表」まで、やはり５年毎に経済産業省から公表されている。 

 

1.2 産業連関表を利用した経済効果分析の方法と手順 

今日では、産業連関表を利用して、大型建設投資から地域のお祭り、イベントまで、様々

なプロジェクトの経済効果が試算されている。以下ではまず、地域内産業連関表を利用し

た経済効果試算の方法と手順を説明する。 

なお、愛・地球博の経済効果分析では地域間産業連関表を用いているが、経済効果分析

の考え方は地域内産業連関表を利用した場合と同様である。 

 

1.2.1 ①経済効果の元となる最終需要の想定 

経済効果を試算する際には、まず、経済効果を生み出す元となる「最終需要」（完成品に

対する需要）を産業別に想定する必要がある。 

例えば、「政府が○○プロジェクト（ないし△△政策）を実施した（する）ことにより、

地域内の家計消費者ないし企業が 100 億円分の自動車を購入した（すると予想する）」とい

った場合には、「自動車産業で最終需要が 100 億円増加した（する）」という想定となる。 

ただしこの際、通常利用する産業連関表における価格の取り扱い方に関連し、商業、運

輸の流通マージンを考慮する必要がある。例えば自動車 100 億円の売上（購入者にとって

の製品価格）の中には各流通マージンが含まれており、これを各産業に配分することが必

要である1。その結果、最終需要の想定は「自動車、商業、運輸の各産業で最終需要がそれ

ぞれ 60 億円、39 億円、１億円増加した（する）」といったものになる。 

 

1.2.2 ②地域内における直接的な最終需要増加分＝直接効果の算出 

上の例で自動車 100 億円分の最終需要増加は３産業の最終需要増加となるが、これが最

初の経済効果である。ただし、対象とする特定地域内での経済効果を考えるときは、各産

業の最終需要増加分のうち地域外からの移輸入により対応される分は、予め控除される必

要がある。この移輸入分を控除した後の地域内での最初の経済効果を「直接効果」という。 

移輸入分の控除には、まず産業別に「移輸入率」を設定し、想定した各産業の最終需要

の金額に「１－各産業の移輸入率」を乗じる方法が用いられる。この移輸入率の定義の仕

方は色々考えうるが、産業連関表を利用した標準的な方法は 2.2.1 で説明する。 

                                                 
1 各流通マージンは、総務省「商業マージン表」、総務省「国内貨物運賃表」を参考にできる。 
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さて上の例でその方法に従えば、自動車の域内需要（２で説明するように「中間需要」

と「域内最終需要」の合計）に対して移輸入が例えば２割に相当するとき、移輸入率は 0.20

となる。そのため、60 億円のうち地域内の自動車産業に対する直接的な最終需要すなわち

直接効果は（１－0.20）×60 億円＝48 億円となる。商業、運輸各産業の直接効果も同様に

計算され、地域内での直接効果はこれらの合算となる。 

 

1.2.3 ③直接効果の上流過程への生産波及＝間接第１次効果の算出 

直接効果は、1.1.1 で説明したような産業の連関を通じて他産業へと波及する。今の例で

は、自動車、商業、運輸の直接効果を想定しているが、この３産業における最終需要の増

加分のうち雇用者所得や営業余剰といった「付加価値」を除く部分は部品や原材料の購入

（「中間投入」）に割り当てられ、上流過程の各産業に波及する。 

産業連関表の取引基本表は、それぞれに配分される金額を産業別に表にまとめている。

この情報を利用すれば、簡単な計算によって上記のような生産波及の結果を算出できる。

この方法を例に即して説明すると以下のようになる。 

まず、地域内の自動車産業に対する直接的な需要48億円は、自動車製造に必要な原材料、

部品を生産する鉄鋼産業、プラスチック産業、ゴム産業などからの購入、自動車製造に携

わる従業員等への賃金、営業利益等のうち、いずれかに配分される。産業連関表の取引基

本表をみると、自動車産業は例えば 1 兆円の生産に対して鉄鋼産業から 300 億円購入した

といった関係が分かる。 

ここで、自動車の生産に必要な各産業からの中間投入割合は、自動車の生産規模に関わ

らず一定であると仮定する。今の例では、自動車産業の生産に必要な鉄鋼産品の投入割合

は 300÷10000（億円）＝0.03 と計算されるが、「投入係数」と呼ばれるこの係数を、１億

円分の自動車を生産する場合も1000億円分の自動車を生産する場合も適用可能と仮定する。 

こうした線型的な投入関係の仮定をおくと、例えば自動車の直接効果 48 億円分がまず波

及する各産業の最初の生産増加分は、鉄鋼産業、プラスチック産業等の各投入係数に 48 億

円を乗じることにより求められる2。 

ただし、ここでも各産業の生産の一部は移輸入されるため、地域内各産業の増加分を計

算するには、各産業の「（１－移輸入率）×投入係数」に 48 億円を乗じる必要がある。 

さてこうして、自動車購入の直接効果は鉄鋼産業、プラスチック産業等々の域内生産に

波及した。ところが、鉄鋼、プラスチック等々の生産にはさらに石油や化学など他産業の

生産が必要となる。そのため、最初に各産業に波及した生産はさらに他産業の生産を誘発

する。こうした域内生産の連鎖的な波及は、各産業における移輸入分、付加価値分の控除

によって減衰するものの、繰り返し続くことになる。 

生産波及の結果は、この域内生産の増加分を究極まで足し合わせればよい。この「生産

誘発額」は、直接効果が上流過程に波及した結果であり、特に「間接第１次効果」と呼ば

れることがある。 

                                                 
2 一方、付加価値額を生産額で除したものを「付加価値率」と呼ぶ。48 億円に付加価値率を乗ずれば、自
動車産業の付加価値額が算出される。 
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1.2.4 ④雇用者所得の増加に伴う新たな最終需要の発生とその生産波及＝間接第２次効果  

1.2.3 で触れたように、直接効果が上流へ生産波及していく過程では、各産業で従事する

人々に雇用者所得（付加価値の帰属先のひとつ）が発生する。このとき、彼らがそうした

所得増加分の一部を食料品やレジャーなどの消費に配分すると想定すれば、新たな最終需

要が発生することになる。これは、これまで説明してきたのと同様な経路で各産業を増産

させる。この地域内における新たな連鎖的な増産分を合計した生産誘発額は、「間接第２次

効果」と呼ばれる。 

さらに間接第２次効果は、また新たな雇用者所得を生み出し、間接第３次効果を誘発す

る。このような所得の増加とそれに伴う消費の増加を通じた連鎖的な増産もまた、理論的

には無限に続く。ただし、雇用者所得は付加価値部門の全体ではなく一部であり、また増

加した雇用者所得が全額消費に配分されることも通常ないため、間接効果の規模は次数を

追う毎に減衰していく。そのため計算上は、間接効果の全体を間接第１次効果と間接第２

次効果の合計で近似させる事例が多い。 

なお、増加した雇用者所得のうち消費に配分される割合は、通常一定と仮定され、「平均

消費性向」が一般的にはよく用いられている。 

 

1.2.5 プロジェクトの経済効果 

以上で説明した通り、最初の最終需要の増加（1.2.1）は、直接効果（1.2.2）、間接効果

（1.2.3、1.2.4）と呼ばれる各生産を次々と誘発する。一方、1.3.2 や 2.3 で詳しく説明す

るように、最初の最終需要と新たに生じる最終需要（1.2.4）のうち地域内分は、地域内に

新たに生じる付加価値である。これらは、直接効果、間接効果に含まれる。 

他方、直接効果、間接効果の増産に対応して、各産業では雇用を増やすことが想定され

る。2.2.6 で説明するように、各効果における産業毎の雇用者数の増加分を試算することも

可能である。 

以上のように、産業連関表を利用した経済効果分析では、最初の最終需要の増加により

誘発した生産額、付加価値額、雇用者数を、それぞれ産業別に算出することができる。こ

れらは、あるプロジェクトが新たな最終需要の増加を喚起したことによる「経済効果」と

して、産業連関表を使って定量的に把握されたものである。 

なお、生産額と付加価値額はどちらも金額表示されるが、実質的な経済効果を表すのは

付加価値額である。ただし、わが国の分析事例では、増加した生産額（生産誘発額）を経

済（波及）効果と呼ぶことが多い。これについては 1.3.2 で詳しく説明する。 

 

1.3 留意点 

 産業連関表を利用した上記の経済効果分析手法とその分析結果（経済効果）には、いく

つかの留意点がある。そのうち主なものを概説する。 

 

1.3.1 「ネットの最終需要」の特定について 

 1.2.1 で説明した通り、この経済効果分析では、最終需要の増加分の想定が起点となる。
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あるイベントの経済効果を試算するには、まず「そのイベントが開催されなければ、生じ

なかったであろう最終需要」の項目リストと各項目の金額を、何らかのデータ、根拠に基

づき作成する必要がある。 

 その際、イベントが開催されなくても発生したであろう最終需要はカウントしないこと

に留意する必要がある。さらに、イベントに関連する最終需要が増えたために他の最終需

要が減った場合には、それも考慮することにより、「ネットの最終需要」が特定される。 

 ただし、特に後者の代替的な消費、投資については、その諸項目と各減少分の金額を確

からしいデータに基づき特定することが現実には困難な場合がほとんどである。そのため、

この代替的な消費、投資の定量的な考慮は断念されることが多い。 

 

1.3.2 経済効果の定義について 

 1.2.5 で触れたように、わが国の分析事例では、生産誘発額を経済（波及）効果と呼ぶこ

とが多い。ただし、「経済効果」という言葉で増加した正味の経済価値を意味したい場合は、

生産誘発額では過大であり不適当である。なぜなら、生産誘発額は最終需要の増加によっ

て派生した中間的な取引全部を含んでおり、原材料や部品といった中間財の価値分が幾度

も重複して計上されているからである。 

 図 2 は、このことを説明するため極度に単純化した例として、パンの需要が１個増えた

ときの生産誘発額と付加価値額を示している。最終生産物である 100 円のパンは、パン屋

が製粉業者から 60 円で小麦粉を仕入れて、パンに焼き、商ったものである。さらに上流過

程をたどると、60 円の小麦粉は、製粉業者が農家から 20 円で小麦を仕入れて、加工生産し

たものである。20 円の小麦は、農家が生産したものである。 

 この過程で新たに生み出された価値額は、小麦を生産した農家、製粉した製粉業者、小

麦をパンに焼き流通に乗せたパン屋がそれぞれ付け加えた 20 円、40 円、40 円であり、合

計 100 円である。したがって、この付加価値合計がパン１個の需要増加がもたらした実質

的な経済価値であり、最終生産物（＝最終需要）の価格と一致する。 

その一方で、誘発された生産額の合計は、小麦（20 円）、小麦粉（60 円）、パン（100 円）

の各価格を足し合わせた 180 円となる。ここでは小麦が３重に計上され、小麦粉は２重に

計上されている。そのため、生産額は正味の経済価値より過大になっている。 

一般に、最終生産物やそれと関連の高い中間投入が属する産業の付加価値率が低いほど、

生産誘発額は大きくなる3。しかし、これは中間財の重複計算が大きいことを意味しており、

新たな経済価値がより多く生まれているということを意味しない。したがって、「経済効果」

という言葉で増加した正味の経済価値を表したい場合は、生産誘発額ではなく付加価値額

を対象とし、両者を混同しないよう留意する必要がある4。 

                                                 
3 域内の生産誘発額（ないし付加価値額）に限れば、この投入係数を通じた影響とは別に、移輸入率にも
影響される。つまり、移輸入の分だけ、生産や付加価値は他地域・国に流出する。 
4 同額の最終需要に対して生産誘発額が大きいなら、より広範な産業の生産に影響を与えたということに
なり、その意味では確かに「波及」効果が大きいと言える。しかし、実質的な経済価値である付加価値は
両者とも変わらず、誘発生産額が大きいほうでは単に「広く薄く」拡散している。なお、誘発生産額は産
業間の取引回数が増えるほど大きくなるため、より産業分類数の多い産業連関表を利用することによって
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2.3 では、実際の計算過程からこのことに再度触れている。 

 

図 2 付加価値と（誘発）生産額 

 

パン（最終生産物）の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.3 供給（生産）面への経済効果の捨象について 

 これまでの説明から分かるように、この経済効果分析では、新たな最終需要の増加がも

たらす連鎖的な増産とその過程において各産業に帰属していく付加価値を計測の対象とし

ている。ここでは、投入係数に代表されるように生産構造は固定しており、そのもとで需

要増加を機に次々と誘発される生産ないし付加価値を経済効果と呼んでいる5。 

しかし、最終需要が道路や鉄道、生産設備といった公共投資、民間投資の場合、その投

資が新たな需要であり生産や付加価値を誘発するという側面とは別に、供給面への経済効

果も相当大きいと考えられる。すなわち、交通インフラの整備や新工場、設備への投資は

各産業の生産性を高め、生産力を増大させる効果が見込まれる。しかし上記の経済効果分

析ではこれを対象とせず、需要面への効果のみを計測している。 

 

1.3.4 価格面への影響の捨象について 

1.3.3 で説明したのと同様な理由で、上記の経済効果分析では、価格面への影響を捨象し

ている。例えば、自動車の需要が大幅に増えたことにより生産が各産業に波及する過程に

おいて、原材料の鉄鋼が不足したり労働力が不足したりして、それぞれの価格が高騰し、

投入構造が変化してしまい、1.2.3 で想定したような連鎖的な生産を続けられなくなる場合

も現実には起こりうる。しかしそうした状況は、上記の分析では考慮されない。 

 

                                                                                                                                               
も大きくなりがちであるが、この場合も当然付加価値額の大きさ自体が増加しているわけではない。 
5 このことはケインズの乗数モデルを想起させるが、実際需要に応じて供給が決まる支出ＧＤＰの増加過
程は、45 度線モデルと同じである。これについては、家計消費内生化モデルの説明（3.2.6）の際に改め
て触れる。 

100円

20円

60円
最終需要

付加価値
＝

(GDP)
小麦

小麦粉

パン

農家

製粉

パン屋

生産(=20+60+100=180)

農家

パン屋

付加価値(=100円)

中間

中
間
投
入

業者

投入

製粉
業者
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２．産業連関表のしくみと経済効果の計算方法 
 

 以下では、基本的な産業連関表である地域内産業連関表を使って、産業連関表のしくみ

と産業連関表を利用した経済効果の計算方法について説明する。 

なお、愛・地球博の経済効果分析は地域間産業連関表を利用しているが、基本的考え方

は同じである。愛・地球博の経済効果分析モデルは３で詳しく説明する。 

 

2.1 産業連関表のしくみ 

 地域内産業連関表は、表 1 のような構造を持っている。 

 

表 1 地域内産業連関表 

 

中間需要 最終需要     需要部門 

 

供給部門 
産業１ 産業２ ・・・ 産業ｎ 

域内最

終需要 
移輸出 

（控除） 

移輸入 

域内総 

生産額 

中 

間 

投 

入 

産業１ 

産業２ 

・・・ 

産業ｎ nnnn

n

n

xxx

xxx
xxx

L
MOMM

L
L

21

22221

11211

 

1f  

2f  

・ 

nf  

1e  

2e  

・ 

ne  

1m  

2m  

・ 

nm  

1x  

2x  

・ 

nx  

粗 
付 
加 
価 
値 

雇用者所得 

営業余剰 

  等  LLLL
L
L

n

n

vvv
vvv

22221

11211

 

域内総生産 nxxx L21  

 

列（タテ）方向 

産業連関表を列（タテ）方向にみていくと、まず、表頭の各産業が生産するのに要した

費用の構成、換言すると、当該産業が原材料や部品をどの産業からどれだけ購入（投入）

したかの構成が分かる。これは「中間投入」と呼ばれる。 

また、表の下半分では当該産業で生み出された雇用者所得や営業利潤等の構成が分かる。

これらの合計は「粗付加価値」という。 

 

行（ヨコ）方向 

表を行（ヨコ）方向にみると、表側の各産業が生産した商品の販路の構成、つまり生産

物をどこへどれだけ販売（産出）したかが分かる。 

このうち、各産業へ原材料や部品として販売された分を「中間需要」といい、家計、企

業、政府による消費、投資や他地域へ移輸出された分を「最終需要」という。 

 なお、表を行方向にみた場合、次のような連立方程式が成立している。 
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nnnnnnnn

n

n

xmefxxx

xmefxxx
xmefxxx

=−+++++

=−+++++
=−+++++

L
M

L
L

21

222222221

111111211

 

 

需給の均衡 

産業連関表を全体的にみると、列方向からみた投入額の合計と行方向からみた産出額の

合計とは、すべての部門について相互に一致している。 

 

2.2 産業連関表を利用した経済効果の計算方法 

 地域内産業連関表を使った経済効果の標準的な算出方法は次の通りである。 

 

2.2.1 線型モデルの構築 

 まず、生産の大きさに比例して中間投入が行われると仮定することにより、次のような

「投入係数」を定義する。 

     jijij xxa ÷=   

さらに、移輸入率を次のように定義する。 

     ( )iiniiii fxxxmm ++++÷= L21  

これらを使うと、上の連立方程式は次のようになる。 

     

( )( )
( )( )

( )( ) nnnnnnnnn

nn

nn

xefxaxaxam

xefxaxaxam
xefxaxaxam

=+++++−

=+++++−
=+++++−

L
M

L
L

2211

22222221212

11112121111

1

1
1

 

この連立方程式は、行列とベクトルを使い整理すると、次のように簡単に表すことがで

きる。 

     ( ){ } ( ) EFMIXAMII +−=−−  

 ただし、     Ａ     Ｅ=  

     



















=

nnnn

n

n

aaa

aaa
aaa

A

L

MOMM
L
L

21

22221

11211

     



















=

nx

x
x

X
M
2

1

     



















=

nf

f
f

F
M
2

1

    



















=

ne

e
e

E
M
2

1

 

         



















=

nm

m
m

M

00

0
0

00

2

1

L

OOM
MO

L

    



















=

100
0

10
001

L
OOM

MO
L

I  

 

2.2.2 直接効果と間接第１次効果の算出 

上の最終式は ( ){ }AMII −− が逆行列を持つことが分かっているため、 
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     ( ){ } ( ){ }EFMIAMIIX +−−−= −1  

と変形できる。 

この式により、域内最終需要（ F ）や移輸出（ E ）の増加分を想定すれば、それに誘発

される域内生産額（直接効果＋間接第１次効果）を算出することができる。例えば、域内

最終需要の増加 F∆ による生産誘発額 X∆ は、 

     ( ){ } ( ) FMIAMIIX ∆−−−=∆ −1  

となる。 

ここで、逆行列 ( ){ } 1−−− AMII を次のように分解すると分かりやすい6。 

     ( ){ } ( ) ( ) ( ) L+−−+−+=−− − AMIAMIAMIIAMII 1   

この式を上の式の ( ){ } 1−−− AMII に代入すれば、ΔＸは次のようになる。 

     ( ) FMI ∆−  ･･･直接効果 

( ) ( ) ( ){ }( ) FMIAMIAMIAMI ∆−+−−+− L  ･･･間接第１次効果 

 なお、1.2.1 で触れたように、想定する最終需要は商業、運輸の各産業にもマージンとし

て配分されている必要がある。例えば自動車の売上増加を想定したとき、この一部は商業、

運輸各産業の最終需要に帰属すると考えられるため、最終需要は自動車、商業、運輸の３

産業に配分する必要がある。この配分には、総務省の「商業マージン表」、「国内貨物運賃

表」から商業、運輸各マージン率を求め利用する方法が一般的である。 

 

2.2.3 間接第２次効果の算出 

1.2.4 で説明したように、間接第１次効果が発生する過程で、各産業で雇用者所得が発生

する。このうち一定割合が消費され、各産業で新しい最終需要が生まれると想定すれば、

これに起因する新しい生産誘発額も算出できる。これが間接第２次効果である。 

まず雇用者所得は、 X∆ に各産業の「雇用者所得率」を乗じてそれらを合計することによ

り求められる。すなわち、 X∆ が列ベクトルであるから雇用者所得率を行ベクトルで 

     ( )nn xvxvxvW ÷÷÷= 1212111 L  

と定義すれば、誘発された全産業の雇用者所得の合計は 

     XW∆  

である。さらに、これに対象地域内の消費者の平均消費性向 c （定数）を乗じて 

XWc ∆  

とすると、新しい家計消費支出つまり新たな最終需要の合計となる。 

ここで、c の具体的数値を決めまた XWc ∆ を産業別に配分するために、対象地域内に居住

する人々の消費と消費構成に関する何らかの情報が必要になる。 c には総務省「家計調査」

がよく利用されるが、消費構成は次のような簡便法が用いられることが多い。 

                                                 
6 ( ) ( ) ( ) LAMIAMIAMIIT −−+−+≡ とおくと、 10 << ija なので、T は収束する。 ( ) { +−+≡ IAMIIT  
( ) ( ) ( ) } ( )ATMIIAMIAMIAMI −+=+−−+− L より、 ( ){ } ITAMII =−− であるため、 ( ){ } =−− −1AMII  

( ) ( ) ( ) LAMIAMIAMII −−+−+ である。 
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=

=

=
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k kcnc
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k kcc

n

k kcc

n ff

ff

ff
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c
c

1 )()(

1 )(2)(

1 )(1)(

2

1

MM
  ただし、 kcf )( は最終需要 kf のうち家計消費分 

これを用いると、各産業における新しい最終需要の増加分 F ′∆ は、 

     XWcCF ∆=′∆  

となる。これを 2.2.2 のΔＸの式のΔＦに代入した次式が、間接第２次効果である。 

     ( ){ } ( ) XWcCMIAMIIX ∆−−−=′∆ −1  

 

2.2.4 直接効果、間接効果の整理 

直接効果、間接第１次効果と間接第２次効果を整理すると、次式で表される。 

     XX ′∆+∆  

     ( ){ } ( ) ( ){ } ( ) XWcCMIAMIIFMIAMII ∆−−−+∆−−−= −− 11  

     ( ) FMI ∆−=                    ･･･直接効果 

     ( ) ( ) ( ){ }( ) FMIAMIAMIAMI ∆−+−−+−+ L    ･･･間接第１次効果 

      ( ){ } ( ) XWcCMIAMII ∆−−−+ −1           ･･･間接第２次効果 

 なお、1.2.4 で触れた間接第３次効果以降無限次までの間接効果は、所得と消費の関係を

数式化しモデルに組み込むことにより、計算することも可能である。（3.2.6 参照） 

 

2.2.5 付加価値額の算出 

 各産業の付加価値の増加分 V∆ は、2.2.3 で雇用者所得率を定義したのと同様にして「付

加価値率」を定義し、これを行列で表現したV に生産誘発額ベクトル X∆ を右から乗じれば

よい。すなわち、 

XVV ∆=∆  

ただし、 

     



















=

nv

v
v

V

00

0
0

00

2

1

L

OOM
MO

L

     ( ) ji ijj xvv ÷= ∑  

 

2.2.6 雇用への効果の算出 

 1.2.5 で触れたように、各産業の域内総生産（ jx ）に対する雇用者数（ jL ）の割合（ jh ）

が分かれば、これに各産業の生産誘発額 jx∆ を乗じることによって、産業別に雇用への効果

jL∆ を算出することができる。行列でより簡潔に表すと次の通りである。 

     XHL ∆=∆  

ただし、 
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nh

h
h
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00
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L

OOM
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L

     jjj xLh ÷=  

 

2.3 参考：付加価値額と生産額 

 域内最終需要の増加 F∆ によって、直接効果、間接第１次効果と呼ばれる生産誘発額 X∆ が

発生する。その過程を 2.2.2 の数式に即して図解すると、図3 のようになる。 

この図をみると、各産業における付加価値の合計は直接効果すなわち域内最終需要の増

加 F∆ と一致することがわかる。一方、生産誘発額 X∆ は付加価値額を含み、中間投入の合

計分だけ付加価値額を上回っている。 

結局のところ、付加価値の増加分は、元の最終需要の増加 F∆ と同じである。そして、こ

れが実質的に増えた経済価値である。 

 

図 3 直接効果＋間接第１次効果の図解 

 

移輸入率=０の場合 （数式は 2.2.2 を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直接
効果
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製粉
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A∞ΔF

A3ΔF
・・・

付加
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付加
価値
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１次

付加
価値
合計

ΔＸ＝ΔＦ＋ＡΔＦ＋ＡＡΔＦ＋・・・　（青い部分の合計）

中間投入
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３．地域間産業連関表を利用した愛・地球博の経済効果分析モデル 
 

 愛・地球博の経済効果分析では、経済産業省が公表している「平成７年地域間産業連関

表（９地域 27 部門）」7を利用している。以下ではこの経済効果分析モデルを説明する。 

地域間産業連関表を用いた経済効果分析のしくみ、手順は２で説明した地域内産業連関

表を用いた経済効果分析とほぼ同様である。しかし、3.1 で説明するように、地域間産業連

関表は地域内産業連関表よりも豊かな情報を含んでいる。そのため、分析結果についても、

地域別の経済効果を求められるなどより詳細でかつ精度の高い情報を得ることができる。 

 

3.1 地域間産業連関表の概要と地域間産業連関表を利用した経済効果分析の特徴 

3.1.1 地域間産業連関表 

1.1 で紹介したように、地域間産業連関表は国内の複数地域をまたがる各産業間取引の構

造を明示的にとりまとめた表で、地域内産業連関表よりも詳細な構造を持っている。 

表 2 は２地域間ｎ産業部門の産業連関表の例である。これをみると、地域間産業連関表

では各地域、各産業間の取引関係が一目瞭然であることがわかる。 

 

表 2 地域間産業連関表（２地域・ｎ部門） 

 
中間需要 最終需要 

地域Ａ 地域Ｂ 
    需要部門 
 
供給部門 産業１・・・産業ｎ 産業１・・・産業ｎ 

地域
Ａ 

地域
Ｂ 

輸出 
（控除） 
輸入 

総生 
産額 

地域
Ａ 

産業１ 
 

・・・ 
 

産業ｎ 

AAx11 ・・・ AA
nx1  

 
・・・ 
 

AA
nx 1 ・・・ AA

nnx  

ABx11 ・・・ AB
nx1  

 
・・・ 
 

AB
nx 1 ・・・ AB

nnx  

AAf1  
・ 
・ 
・ 
AA

nf  

ABf1  
・ 
・ 
・ 
AB

nf  

Ae1  
・ 
・ 
・ 
A
ne  

Am1  
・ 
・ 
・ 

A
nm  

Ax1  
・ 
・ 
・ 
A
nx  

中 
間 
投 
入 

地域
Ｂ 

産業１ 
 

・・・ 
 

産業ｎ 

BAx11 ・・・ BA
nx1  

 
・・・ 
 

BA
nx 1 ・・・ BA

nnx  

BBx11 ・・・ BB
nx1  

 
・・・ 
 

BB
nx 1 ・・・ BB

nnx  

BAf1  
・ 
・ 
・ 
BA

nf  

BBf1  
・ 
・ 
・ 
BB

nf  

Be1  
・ 
・ 
・ 
B
ne  

Bm1  
・ 
・ 
・ 

B
nm  

Bx1  
・ 
・ 
・ 
B
nx  

雇用者

所得 

地域Ａ 
地域Ｂ 

AAv11  ・・・ AA
nv1  

BAv11  ・・・ BA
nv1  

ABv11  ・・・ AB
nv1  

BBv11  ・・・ BB
nv1  

粗 
付 
加 
価 
値 

営業余

剰 等 

地域Ａ 
地域Ｂ 

・・・ ・・・ 

総生産額 Ax1  ・・・ A
nx  Bx1  ・・・ B

nx  

 

3.1.2 地域間産業連関表を利用した経済効果分析の特徴 

表 2 でみたように、地域間産業連関表には国内の複数地域をまたがる各産業間取引の構

造が組み込まれている。そのため、例えば地域Ａのある産業で最終需要が発生した場合、

この生産のために必要とされる他産業の生産に関して、地域Ａのみならず地域Ｂの増産分

                                                 
7 地域間産業連関表は平成７年版（平成 13 年３月）を最後に作成がとりやめられている。したがって、現
在入手可能な最新版は平成７年版である。 
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も定量的に把握することが可能となる。 

さらに、地域Ｂの各産業の増産（中間需要の増加）は、地域Ｂと地域Ａの各産業の増産

を誘発するが、この規模についても地域間産業連関表から定量的に把握される。こうした、

地域Ａで新たに発生した最終需要が地域Ｂの各産業にも波及し、それがさらに地域Ａに還

流するといった波及経路は、地域Ａの地域内産業連関表を利用する経済効果分析では捨象

される。しかし、地域間産業連関表を利用する経済効果分析では、この波及経路をモデル

のなかに組み込むことができる。それと同時に、各地域各産業への経済効果をそれぞれ把

握することももちろん可能である。 

以上のように、地域間産業連関表を利用する経済効果分析では、全国各地域への経済効

果を試算できることに加えて、豊富な情報量に基づくより精度の高い試算結果が得られる

ことも期待できる。これが、地域内産業連関表ないし全国産業連関表とくらべて、地域間

産業連関表が優位性を持つ最大の特徴である。 

そのため、愛・地球博の経済効果分析では、地域間産業連関表を利用した経済効果分析

を採用している。 

 

3.2 愛・地球博の経済効果分析で採用した経済効果分析モデル 

3.2.1 地域間産業連関表に基づく線型モデルの構築 

2.2.1 では地域内産業連関表を用いたモデル構築について説明した。地域間産業連関表を

利用したモデルも、ほぼ同様に構築される。ただし、地域数が複数になるため、モデルは

より複雑になる。以下では、2.2.1 や表 2 も参照しながら、９地域 27 部門地域間産業連関

表に基づく経済効果分析モデルを概説する。 

 

総生産額、輸出、輸入 

 ９地域 27 部門地域間産業連関表では、９地域に各 27 産業が含まれるため、総生産額は

合計 243 産業分ある。地域Ｓの総生産額を SX という列ベクトルで表現すると、 SX には Sx1 か

ら Sx27 までの生産額が含まれる。全体の総生産額のベクトル X は、 1X から 9X を積み重ねたも

のとなる。 
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 輸出と輸入も、総生産額とまったく同様にして、それぞれ列ベクトル E 、 M で表記でき

る。 
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最終需要 

 最終需要は、地域毎に 243 産業分ある。例えば地域Ｄの最終需要は、自地域の 27 産業から供

給されることに加えて、他８地域各 27 産業からも供給される。地域Ｓ（表側の中間投入）が供

給する地域Ｄ（表頭の中間需要）に対する最終需要を 27 行の列ベクトル SDF で表すと、全体

の最終需要の行列 F は、 SDF が行、列それぞれ９つずつ並び、243×９の行列となる。 
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投入係数 

投入係数は 2.2.1 で説明したのとまったく同じ方法で定義する。すると、全体の投入係数

の行列 Aは、243 行 243 列となる。ここでやはり、供給を地域Ｓ、需要を地域Ｄとする 27×

27 の投入係数行列を SDA と表現する。すると、全体の投入係数行列 Aは、 SDA が行、列それぞ

れ９つずつ並ぶかたちとなる。 
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                      D
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輸入率 

 輸入率の定義も、2.2.1 で説明したのとまったく同じである。ただし、国内他地域からの

移入は、この（非競争移入型）地域間産業連関表では考慮する必要がない。 
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輸入率は、９地域各 27 産業の合計 243産業分ある。ここで、地域Ｓの輸入率の行列を SM と

表現すると、地域Ｓの輸入ベクトル SM は次のようになる。 
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( )SSSSSS FXAM +=  

ただし、
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したがって、全体の輸入ベクトル M は次のようになる。 
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       ( )TFXAM ** +=  

ただし、
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需給の均衡式 

 以上を用いて、９地域 27 部門地域間産業連関表の需給の均衡式を整理できる。 
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つまり、 

( )TFXAMXMXEFTAX ** ++=+=++  

これを、 X に関して整理すると、 

( ){ } ( ) ETFMFXAMAI +−=−− **  

 

3.2.2 直接効果と間接第１次効果の算出 

 上の最終式は、 ( ){ }*AMAI −− が逆行列を持つことが分かっているため、 

( ){ } ( ){ }ETFMFAMAIX +−−−=
− *1*  
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と変形できる。 

この式により、国内最終需要（ F ）や輸出（ E ）の増加分を想定すれば、それに誘発さ

れる各地域各産業の生産額（直接効果＋間接第１次効果）を算出することができる。例え

ば、国内最終需要の増加 F∆ 及び輸出の増加 E∆ による生産誘発額 X∆ は、 

( ){ } ( ){ }ETFMFAMAIX ∆+∆−∆−−=∆
− *1*  

によって計算される。 

 

3.2.3 間接第２次効果の算出 

 地域間産業連関表で間接第２次効果が発生する過程も、地域内産業連関表の場合と同様

である。ただし、地域間産業連関表を用いた場合は、雇用者所得が全国各地域で発生し、

それに伴う新たな最終需要はさらに全国各地域の増産へと波及する。 

 さて、間接第２次効果を算出するために必要とされるデータは、2.2.3 で説明したのと同

様に、雇用者所得率、各地域の平均消費性向、消費構成である。これらはそれぞれ、次の

ような行列で表される。 
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      ただし、 Dc は地域Ｄの平均消費性向 
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      ただし、 
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 ここで、消費構成行列C の対角ブロック DDC を次のように定義しておく。 
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これらを用いると、直接効果、間接第１次効果に伴う、各地域各産業における新しい最

終需要の増加分は TF ′∆ 、 TF *′∆ のそれぞれで表され、 
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となる。 

これらを 3.2.2 の X∆ 式の FT∆ と TF *∆ に代入した次式が、間接第２次効果である。 

( ){ } ( ){ } ( ){ } ( ){ }XWCCMCAMAITFMFAMAIX DD ∆−−−=′∆−′∆−−=′∆
−− *1**1*  

 

3.2.4 付加価値額の算出 

 各地域各産業の生産額に対する各地域各産業の付加価値額を計算する方法は、地域内産

業連関表の場合を説明した 2.2.5 に対応する。 

 まず、地域Ｓにおける各産業の、地域Ｄ各産業からの中間需要に対する付加価値率は次

の通りである。 

( ) S
ji

SD
ij

SD
j xvv ÷= ∑  

そして、地域Ｓの付加価値率行列 SV を、次のように定義する。 
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さらに、243×243 の大きさとなる全体の付加価値率行列V を、次のように定義する。 
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 すると、生産誘発額 X∆ に対応する各地域各産業の付加価値額増加額 V∆ は、次式によっ

て求められる。 
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     XVV ∆=∆  

 

3.2.5 雇用への効果の算出 

 生産誘発額 X∆ に対応する各地域各産業の雇用への効果の算出方法も、2.2.6 とまったく

同様である。 

 まず、地域Ｓにおける各産業の域内総生産 S
jx に対する雇用者数 S

jL の割合 S
jh を次のように

定義する。 

     S
j

S
j

S
j xLh ÷=  

 そして、地域Ｓの各産業は自地域の生産に対して比例的に雇用者数を必要とすると考え

て、地域Ｓの雇用割合の行列 SH を次のように定義する。 
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さらに、243×243 の大きさとなる全体の雇用割合（対角）行列H を、次のように定義する。 
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 すると、生産誘発額 X∆ に対応する各地域各産業の雇用者数の増加 H∆ は、次式によって

求められる。 

     XHH ∆=∆  

 

3.2.6 家計消費内生化モデル 

 1.2.4 でも触れたように、上記のような雇用者所得の増加を通じた新たな間接効果の発生

は、間接第２次効果以降もさらに続きうる。そして、雇用者所得の増加を通じた新たな最

終需要の発生（家計消費の増加）を予め数式モデルに組み込むことにより、無限次までの

間接効果の全体をひとまとめに算出することができる。 

 愛・地球博の経済効果分析では、こうした「家計消費内生化モデル」を構築し、間接効

果の全体とそれに伴う付加価値額を試算している。以下に、この家計消費内生化モデルに

ついて説明する。 

 まず、全国各地域の最終需要を、家計消費（ )(cF ）とそれ以外（ )( cF − ）に分ける。 
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また、全国各地域で発生する雇用者所得の行列Y を次のように定義する。 
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 ただし、 Dy は地域Ｄで発生する雇用者所得 

すると、 
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である。 

 ここで、先述したように、家計消費は雇用者所得に平均消費性向を乗じた分だけなされ

るから、次のようになる。 

WXCCYTCCTF c ==)(  

WXCCYTCCTF DDDD
c ==*

)(  

これらを 3.2.1 の最後の式に代入する。すなわち、 

( ){ } ( ) ETFMFXAMAI +−=−− **  

( ) ( ){ } ETFFMFF cccc ++−+= −−
*

)(
*

)()()(  

( ) ( ) ETFMFTFMF cccc +−+−= −−
*

)()(
*

)()(  

( ) ( ) ETFMFWXCCMC cc
DD +−+−= −−

*
)()(  

この最終式をＸについて整理すると、 

( ) ( ){ } ( ) ETFMFXWCCMCAMAI cc
DD +−=−−−− −−

*
)()(

*  

となるが、 ( ) ( ){ }WCCMCAMAI DD−−−− * は逆行列を持つことが分かっているため、 

( ) ( ){ } ( ){ }ETFMFWCCMCAMAIX cc
DD +−−−−−= −−

− *
)()(

1*  

が成り立つ。 

したがって、3.2.2 で説明したのと同様に、国内最終需要の増加 F∆ 及び輸出の増加 E∆ が

もたらした間接効果全体としての生産誘発額 X∆ は、次式によって求められる。 

( ) ( ){ } ( ){ }ETFMFWCCMCAMAIX DD ∆+∆−∆−−−−=∆
− *1*  
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 これに対応する付加価値額 V∆ と雇用者数 H∆ は、3.2.4 と 3.2.5 でそれぞれ説明した計

算式によって求めることができる。 

 

3.2.7 家計消費内生化モデルを用いた分析結果についての留意点 

 上記のように、家計消費内生化モデルでは、雇用者所得の増加が消費を増やす過程をモ

デルに組み込むことにより、この過程が収束した結果の生産誘発額、付加価値額や雇用者

数を得ることができる。 

ここでの、元の増加した最終需要（付加価値） F∆ 、 E∆ に対する増加した付加価値額 V∆

の倍率は、マクロ経済学でいわゆる「乗数」と類似したものである。ただし、1.3.4 などで

も触れているが、このモデルでは価格や金利、為替に対する影響を捨象している。例えば、

極めて大規模なプロジェクトが実施されると、関連財、労働力の価格高騰や金利の上昇を

引き起こし経済効果を一部ないし全部相殺する可能性もあるが、そうした影響は考慮して

いない。 

したがって、この家計消費内生化モデルによって得られる乗数は、マクロ経済モデルの

中でも最も単純な「45 度線モデル」の乗数に近い8。この乗数は、現実の経済の乗数よりも

過大である可能性が高いことに留意する必要がある。 

 

3.2.8 建設関連支出の間接効果の計測について 

 建設関連支出に関しては、国土交通省が「建設部門分析用産業連関表」を公表しており、

建設部門に関してより詳細な投入構造を把握できる。そのため、本評価分析では会場建設、

パビリオン等の建築、道路、空港、鉄道のそれぞれについて、建設部門分析用産業連関表

を利用している。最後に、この方法について付記する。 

手順は、まず建設 j の国内最終需要 CC
jf∆ が直接必要とする各産業の中間投入を、建設部

門分析用産業連関表の建設 j の投入係数（ jB ）を用いて求める。次に、「地域間交易係数」

を用いて、これを９地域各 27 産業への中間需要へと変換する。この中間需要ベクトルを

3.2.6 の最後の式における F∆ に代入すれば、間接効果を求めることができる。 

なお、地域間交易係数とは一般には「ある地域におけるある商品の、地域内需要総額（中

間需要＋最終需要）に占める各地域からの供給額の比率」と定義される。しかし、ここで

は特に「中部地域（ C ）の各建設への中間需要に占める各地域からの供給額の比率」を対

象としている。これらを数式でまとめると、以下のようになる。 

     建設 j の中間需要（９地域各 27 産業）＝ ( ) CC
j

C
jj

C fmBR ∆−1  

ただし、 

 

                                                 
8 ただし、単純な 45 度線モデルと異なり、増産の過程で付加価値の一部は輸入として海外に流出する。そ
のため、乗数は 45 度線モデルの場合と比べるとかなり小さい。 
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